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はじめに 

 

本調査研究は、平成２７年度総合的な教師力向上のための調査研究事業として、文

部科学省より委託されたものです。 

この事業は、「世界トップレベルの学力と規範意識を備え、歴史や文化を尊ぶ心を

持つ子供たちを育む「教育再生」を実行していくために（略）実践的指導力を身に付

けた教員や、学校を適切にマネージメントし責務全うできる管理職の確保・育成に向

けた総合的な教師力向上の取組」（文部科学省公募要領・公募要領）と位置付けられ

ており、本学の取組は、そのうち、「課題３：教育課題に対応するための教員養成カ

リキュラム開発」の一環として実施しました。 

近年、全国の教員養成課程認定大学において、就学前教育（以下、幼児教育）を主

としながらも小学校教員免許状の取得を可能とする学科等が増加してきております。

しかしながら、本学をはじめとして、多くの養成大学においては、幼児教育と小学校

教育との連携を見通した養成には未だ十分な配慮がなされているとは言えず、特に、

「小学校への見通しを持った幼児教育」を担える教員の養成が十分になされていない

のが現状です。本調査研究では、「小学校への見通しを持った幼児教育」の実現に向

けて、養成された教員を採用する幼稚園（含、保育園、こども園）、小学校、教育委

員会等への調査、及び、幼稚園教諭（含、保育士）と、小学校教諭の同時取得を可能

とする養成大学、教員となった卒業生に対する調査を通して、その現状と課題を明ら

かにしました。これらを踏まえて、「小学校への見通しを持った幼児教育」に係る課

題の明確化、及びその課題に対応するために求められる資質能力の確認を行うととも

に、その資質能力の養成に向けた有効な養成プログラムの提言を行いました。 

本報告書はこのような内容を中心に構成されています。お忙しい中、貴重なご意見、

ご助言を賜りました幼稚園、保育園、こども園、教育委員会、そして各養成大学の関

係者、卒業生の皆様にはこの場を借りて厚くお礼申しあげます。 

 

東海大学短期大学部 

小学校への見通しを持った幼児教育に資する 

教員養成プログラム検討推進委員会  
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１．調査の概要 

 

１．１ 課題認識 

平成２７年度から施行、実施される認定こども園法に示されるように、就学前の子ども

に係る教育は、一元化されることになった。これにより、就学前教育（以下、幼児教育）

と小学校教育の間の連携・接続はこれまで以上の進捗が期待されるが、実際にはあまり進

んでいないのが現状である。その理由の一つに、現在の教員に、幼児教育と小学校教育と

を連続して捉えることの必要性への意識、スキルが欠落していることが挙げられる。特に、

今後予想される幼保連携型認定こども園の大幅増加においては、幼児教育の観点から、よ

り一層、小学校教育との連携に配慮を要することが求められており、「小学校への見通し

を持った幼児教育」の推進は必須な状況となっていると言えよう。そのため、教育現場に

おける連携促進だけでなく、養成段階において、幼児教育と小学校教育の間の連携・接続

の必要性を踏まえた資質能力の形成が求められており、そのための養成教育の構築が強く

求められているのが現状である。 

 

１．２ 調査研究の目的 

 

 近年、全国の教員養成課程認定大学（以下、養成大学）において、幼児教育を主としな

がらも小学校教員免許状の取得を可能とする学科等（※１）が増加してきており、幼児教

育と小学校教育との連携を踏まえた教員養成については、その体制が整いつつあると言え

る。しかしながら、本学をはじめとして、多くの養成大学においては、幼児教育と小学校

教育との連携を見通した養成には未だ十分な配慮がなされているとは言えず、特に、「小

学校への見通しを持った幼児教育」を担える教員の養成が十分になされていない状況であ

る。その理由としては、小学校教育へ向けた幼児教育という観点からの課題把握が十分に

なされていない点、また、大学の養成カリキュラムにおいては免許法等関連法令への対応

へ重点を置くことで、教育課題に対応する柔軟なカリキュラム設計がなされていない点等

が挙げられる。そのような状況を踏まえ、本調査研究では、「小学校への見通しを持った

幼児教育」の実現に向けて、幼小連携に関する現状・課題の把握、また、異種免許同時取

得可能な養成大学の現状・課題の把握、更には、養成大学で養成された教員（卒業生）に

対する意識調査等を通して、現行の教育現場、養成段階、それぞれの課題を明らかにし、

「小学校への見通しを持った幼児教育」推進に求められる資質能力の明確化を図るととも

に、それに対応した養成カリキュラムについて具体的提言を行う。 

 

※１．短期大学においては、２７校が該当する。（平成２７年度現在） 
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１．３ 調査研究の内容 

 

本調査研究では、養成された教員を採用する教育委員会、小学校、幼稚園（含、保育園、

こども園）等への調査、及び、幼稚園教諭（保育士）、小学校教諭の同時取得を可能とす

る養成大学に対する調査を通して、その現状と課題を明らかにするとともに、教員となっ

た卒業生の意識調査を実施する。これらを通して、現在、喫緊に対応を求められている課

題の明確化、及びその課題に対応するために求められる資質能力の確認を行うとともに、

その資質能力の養成に向けた有効な養成プログラムの策定を行う。また、調査研究の過程

において、外部からの専門家を招聘したシンポジウムを開催し、成果と課題の検討・確認

を行うとともに、本調査研究の課題意識とその成果について広く告知を行う。 

 

１．４ 調査研究体制 

 

「小学校への見通しを持った幼児教育に資する教員養成プログラム検討推進委員会」（以

下、「推進委員会」）を学内に設置し、個々の研究の推進、調整、並びに研究全体推進の

ための調整を図る。また推進委員会のもとに３つのワーキンググルーブ（ＷＧ）を立ち上

げ、以下の調査研究を進める。 

 

１）連携課題検討ＷＧ：教育委員会、教育現場（小学校、幼稚園、保育園、こども園）を

対象に、幼児教育と小学校教育との連携に関する現状と課題について把握する。特に、

幼児教育と小学校教育といった異種教育機関では、連携意識に違いがあることが既にこ

れまでの研究等（「保幼小連携の成果と課題」＠文部科学省ＨＰ）で示されているため、

その点に留意して調査を進める。 

［教育委員会に対する調査内容］：①新規採用教員に対する研修内容、②連携促進への支

援体制と支援内容、③養成大学との連携状況、④把握している課題。 

［教育現場に対する調査内容］：①新規採用教員に対する校園内研修内容、②異校種と

の連携実態、③把握している課題と成果。 

以上をアンケート調査およびヒアリングによって行う。 

 

２）養成課題検討ＷＧ：養成大学を対象に、幼小連携を踏まえた教員養成の現状と課題を

把握するとともに、教員となった卒業生に対する調査を通して、隣接異種免許取得の現

状と課題について明確化する。 

［養成大学に対する調査内容］：①カリキュラム調査、②免許種の位置付け、③就職状

況（就職率、離職率）、④把握している課題と成果。 
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［卒業生に対する調査内容］：①異種免許取得による現業に対する有用性、②養成大学

への意見、③職務上の課題。 

以上をアンケート調査およびヒアリングによって行う。 

 

３）養成プログラム検討ＷＧ：教育委員会、教育現場における幼小連携の課題と、大学で

の養成の課題とを整理し、幼小連携に求められる資質能力を確認する。またそれらを育

成するためのプログラムについて提言をまとめる。その際、①教育現場との協業による

養成プログラムについては、教育委員会、教育現場からの助言を受け、実施可能な内容

を検討する。②養成プログラムは、履修カリキュラムモデルとして提言する予定だが、

その点についても養成大学からの助言を得て、より実効性の高いものを構築することを

目指す。 

 

また、研究成果がある程度明らかになった時点で、本学教員、養成校関係者、教育委員

会・現職教員等による「研究成果シンポジウム」を開催し、研究成果の検証をするととも

に、その結果も踏まえて研究報告書を作成し、関係各所に配布することで、本研究成果を

広く社会に公開する。 

 

１．５ 学外連携 

 

①静岡市教育委員会：静岡市は公立幼稚園、保育園のすべてが平成２７年４月より幼保連

携型認定こども園となる。その際の小学校との連携に関する基本的

方針、および求められる教員像等に関する調査。本研究での提言に

対する助言。 

 

②静岡市の私立幼稚園、保育園：小学校との連携を踏まえた教員像等に関する調査。本研

究での提言に対する助言。 

 

③こども園と小学校の併設校（私立）：幼小連携に関する基本的方針および求められる教

員像等に関する調査。本研究での提言に対する助言。（東海大学

付属小学校、認定こども園東海大学付属幼稚園） 
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１．６ 実施計画 

 

４月  第１回「小学校への見通しを持った幼児教育に資する教員養成プログラム検討推

進委員会」（以下、推進委員会）、研究内容の確認、アンケート内容、ヒアリン

グシートの内容検討（各ＷＧ） 

 

５月  第２回推進委員会 アンケート内容、ヒアリングシートの内容検討（各ＷＧ）、

検討結果を踏まえた静岡市教育委員会へのヒアリング。※３名訪問 

アンケート調査対象の選定 教育委員会 100箇所、教育現場 800箇所（連携課題

検討ＷＧ）、養成大学 100箇所、卒業生 200箇所（養成課題検討ＷＧ） 

 

６月  第３回推進委員会 アンケート内容、ヒアリングシートの内容確定（各ＷＧ）、 

アンケート調査対象の選定（継続） 教育委員会 100箇所、教育現場 800箇所（連

携課題検討ＷＧ）、養成大学 100箇所、卒業生 200箇所（養成課題検討ＷＧ） 

 

７月  アンケート発送（連携課題検討ＷＧ、養成課題検討ＷＧ）、ヒアリング対象の選

定・実施（～１１月） 教育委員会 5箇所［静岡、浜松、横浜、金沢、長野］、

教育現場 10箇所［ヒアリング対象教育委員会所在地］（連携課題検討ＷＧ）、養

成大学 8校［千葉、埼玉、東京、山梨、愛知、奈良、山口、佐賀］（養成課  題

検討ＷＧ） 

 

８月  アンケート回収・分析（連携課題検討ＷＧ、養成課題検討ＷＧ） 

 

９月  ヒアリングの実施（養成課題検討ＷＧ）第４回推進委員会 アンケート分析報告、   

ヒアリング中間報告 ※連携先助言者（３名）。アンケート結果、ヒアリング中

間報告の把握（養成プログラム検討ＷＧ） 

 

１０月 ヒアリングの実施（養成課題検討ＷＧ） 

 

１１月 ヒアリングの実施・分析（養成課題検討ＷＧ）第５回推進委員会 ヒアリング結

果報告 ※連携先助言者（３名）。ヒアリング結果報告の把握、養成プログラム

検討（養成プログラム検討ＷＧ）。養成プログラム検討（養成プログラム検討Ｗ

Ｇ）第６回推進委員会 「研究成果シンポジウム」の内容検討 
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１２月 第７回推進委員会 養成プログラム案の検討、「研究成果シンポジウム」の内容

検討。※連携先助言者（３名）養成大学（３名）からの提言（メール等を活用） 

 

１月  研究成果シンポジウム開催（提携先助言者３名、養成大学１名、本学教員） 

第８回推進委員会 養成プログラム案の策定、研究報告書の目次案の検討 

研究報告書原稿作成（各ＷＧ） 

 

２月  第９回推進委員会 研究報告書原稿の確認 

研究報告書原稿入稿 

 

３月  研究成果報告書完成 1300部 

研究成果報告書発送 1200箇所 （教育委員会 100箇所、教育現場 600箇所、養成

大学 100箇所、その他 200箇所） 

 

 

１．７ 検討推進委員会議事内容 

 

第１回 ２０１５年 ５月２１日（木） 

（１）概要説明（※配布資料参照） 

（２）ヒアリング対象の検討 

（３）次回までの課題 

 

第２回 ２０１５年 ６月２５日（木） 

（１）前回議事録確認 

（２）小学校教育、幼児教育現場等に対するアンケートの内容の検討 

（３）養成大学に対するアンケートの内容の検討 

 

第３回 ２０１５年 ７月９日（木） 

（１）前回議事録確認 

（２）小学校教育、幼児教育現場等に対するアンケートの内容の検討 

（３）ヒアリング先の選定 

 

第４回 ２０１５年 ８月５日（水） 

（１）前回議事録確認 

（２）小学校教育、幼児教育現場等に対するアンケートの内容の検討 
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（３）養成大学に対するヒアリングの内容の検討 

 

第５回 ２０１５年 ９月１０日（木） 

（１）前回議事録確認 

（２）養成校に対するアンケートについて（内容の検討、具体的な発送先の検討、ヒア

リング調査） 

（３）小学校教育、幼児教育現場に対するアンケートについて（具体的な発送先の検討） 

 

第６回 ２０１５年１１月１２日（木） 

（１）前回議事録確認 

（２）養成校に対するアンケートについて（内容の検討、具体的な発送先の検討） 

（３）小学校教育、幼児教育現場に対するアンケート回収状況について（ヒアリング調

査先の検討依頼） 

 

第７回 ２０１６年 １月２２日（金） 

（１）前回議事録確認 

（２）アンケート回収状況について（２０１６年１月２２日現在） 

（３）シンポジウム実施（案）について 

（４）委託研究ヒアリング調査実施計画（案） 

（５）ヒアリング内容 

（６）ヒアリングの際の出張伝票（青）記載について 

（７）文部科学省・教師力向上フォーラムについて 

（８）今後の予定 

 

第８回 ２０１６年 ３月 ４日（金） 

（１）前回議事録確認 

（２）ヒアリング報告 

（３）シンポジウム報告 

（４）カリキュラム構成案について 

（５）報告書の作成について 
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１．８ 本学の現状（東海大学短期大学部） 

 

 本学児童教育学科（入学定員１００名）は、卒業生の殆ど（９５％）が、幼稚園教諭免

許、小学校教諭免許、保育士資格を取得し、幼児教育・保育（８０％）、小学校教育（２

０％）の職に就いている。 

本学の養成においては、デマンドサイド（養成された教員を受け入れる側：教育委員会、

幼稚園等）から求められる教員の資質能力を「学習成果」として策定し、その習得に向け

た実践プログラムを実施することで、資質能力が十分形成されていると認識（１年以内の

離職者１％）している。（参照：「９）これまでの調査研究実績」①～③）。幼小連携に

関する教育内容としては、教職実践演習において、幼児教育・小学校教育連携に関する基

本的知見の習得（大学教員による講義）、現状と課題の把握（小学校長・幼稚園長による

講義）に努めるとともに、幼小連携に関する卒業生へのリカレント講座、既卒者訪問サポ

ートによる異種免許取得に対する意識アンケート調査などを実施してきた。しかしながら、

現在求められている、幼児教育と小学校教育との連携には未だ十分な配慮がなされたとは

言えず、特に、「小学校への見通しを持った幼児教育」を推進できる教員については未だ

十分に養成されているとは言い難い状況である。 

 

１．９ これまでの調査研究実績（東海大学短期大学部） 

 

①平成１９年度教職課程の課程認定後の事後評価のあり方に関する調査研究事業「資質の

高い幼稚園教諭養成のための複合評価システムの開発」 

 

②平成２１年度教員の資質能力追跡調査事業「評価指標を活用した教員養成に関する調査

研究」、③平成２２年度教員の資質能力の向上に係る基礎的調査「評価指標を活用した教

員養成・資質向上に関する調査研究」 

 

※①を踏まえた策定した「実践力確認シート」を基にした教育プログラム「実践力向上の

ための教員養成プログラム」は、平成２０年度質の高い大学教育プログラムに選定され、

取組終了後（平成２３年）の事後調査において、「特に波及効果が期待でき、他大学等

への参考となりうる取組」として評価を得たものである。また、②、③については同プ

ログラムでの成果を、教員養成の観点から改めて評価（アセスメント）したものである。 
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２．調査研究の方法 

 

２．１ アンケート調査の概要 

 

（１）アンケート内容と送付について 

６月よりアンケートの検討を開始し、アンケート対象を、教育現場、養成大学の２つに

分け、前者をさらに、「幼稚園・保育園・こども園」、「小学校」、「教育委員会等」に

３分し、それぞれアンケートＡ～Ｃとすることとした。 

アンケートＡ～Ｃについては、８月までに内容の確定を行い、９月に送付先の選定、１

０月にこども園１園、小学校１校へのヒアリングの試行を行い、その結果を踏まえて、１

０月にアンケートの成案を確定。同月に、アンケートＡ（幼稚園・保育園・こども園）４

８１通、アンケートＢ（小学校）２９６通、アンケートＣ（教育委員会等）１２０通を送

付した。送付内容は、鏡文「アンケート回答のお願い」、「取組パンフレット」、「アン

ケート」（Ａ４両面刷１枚）、「返信用封筒」である。（※次頁、資料１～５参照） 

養成校へのアンケートは、７月に内容案を定め、養成大学１校へのヒアリングの試行を

行い、その結果を受け、８月にヒアリング内容、９月にアンケート内容の再検討を行い、

１１月にかけて内容、送付先の検討を進め、１１月末に１０２通の発送を行った。送付内

容は、アンケートＡ～Ｃと同様である。（※次頁、資料１、２、６参照） 

 なお、送付先の選定については、各委員を地区毎に分け、そこから一定数のアンケート

先を無作為抽出し、その集積されたものから、必要数を更に無作為抽出する方法をとった。 

 

（２）アンケート回収状況について（２０１６年１月２２日時点） 

回 収 ／ 発 送（ 回収率 ） 

アンケートＡ（幼稚園・保育園・こども園） ２１８通／４８１通（４５．３％） 

アンケートＢ（小学校）          １３７通／２９６通（４６．３％） 

アンケートＣ（教育委員会）         ６１通／１２０通（５０．８％） 

養成大学アンケート             ２６通／１０２通（２５．５％） 

合 計 ４４２通／９９９通（４４．２％） 

  

回収された４４２通のアンケートをもとに分析を行った。 
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資料１．アンケート回答のお願い 
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資料２．取組パンフレット 
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資料３．アンケートＡ（対象：幼稚園・保育園・こども園）表面 



- 14 - 

 

アンケートＡ（対象：幼稚園・保育園・こども園）裏面 
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資料４．アンケートＢ（対象：小学校）表面 
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アンケートＢ（対象：小学校）裏面 
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資料５．アンケートＣ（対象：教育委員会等）表面
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アンケートＣ（対象：教育委員会等）裏面  
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資料６．養成大学対象アンケート 表面 
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養成大学対象アンケート 裏面
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